
②「コンプライアンス基本規定」について 
＜５０人以上＞ 
・ 「設定済＋実質活動」が４７社（８９％）   
 と９割近く。特に「企業行動憲章を設定済」 
 が３３社（６２％）と中心 
 
＜５０人未満＞ 
・「設定済＋実質活動」が４８社（６２％） 
 と２年間で３倍。特に「実質活動」が 
 ４１社（５３％）が中心活動 
 
＜中小企業計＞ 
・「設定済＋実質活動」が９５社（７３％） 
 と２年間で３．１倍 
 
 
 
 
 
 
 
 

５０人以上では「コンプライアンス規定
設定」、５０人未満では「実質活動」が
中心であり、いずれも着実に増加 

＊特に、従業員数５０人未満中小会員の回答率が、２０１４年度：２６．５％（２７社）→ 
 ２０１６年度：７８．０％（７８社）と２年間で大きく上昇 
 

２．２０１６年度アンケート結果 
 ◆対象回答数：５０人以上：５３社 ５０人未満：７８社  合計：１３１社 
 
①「企業行動憲章」について 
＜５０人以上＞ 
・「設定済＋実質活動」が４６社（８７％）   
 と９割近く。特に「企業行動憲章を設定済」 
 が２９社（５５％）と中心 
 
＜５０人未満＞ 
・「設定済＋実質活動」が５７社（７３％）  
 と２年間で３．６倍。特に「実質活動」が 
 ４８社（６２％）と主たる活動 
 
＜中小企業計＞ 
・「設定済＋実質活動」が１０３社（７９％） 
 と２年間で約３倍 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

２０１６年度「コンプライアンス優先経営」アンケート結果 

【アンケート調査実施の背景】 

 中央業務委員会の事業計画の中で、『コンプライアンス優先経営の徹底』が重点項目になっている。
昨今、企業の社会的責任が高まってきており、車体工業会の会員の多くを占める中小企業においてもコ
ンプライアンス遵守が求められている。一方、車体工業会としても、会員のコンプライアンス遵守は、
一般社団法人として社会的信頼に繋がる重要なものである。 
 しかし、従来はコンプライアンス遵守に関する中小企業会員の実態把握がほとんど出来ていなかった
ため、２０１４年度より実態把握のためのアンケート調査を継続しており、今回で３回目となる。 
 

１．回答率の進捗について 
  

注．「５０人以上」の“実質活動”は２０１４年度は未調査 
（コンプライアンス基本規定、内部通報制度も同様） 

５０人以上では「企業行動憲章設定」、
５０人未満では「実質活動」が中心で
あり、いずれも着実に増加 

③「内部通報制度」について 
＜５０人以上＞ 
・「設定済＋実質活動」が４４社（８３）％と 
 ８割以上。特に「内部通報制度を設定済」が 
 ３０社（５７％）と中心 
 
＜５０人未満＞ 
・「設定済＋実質活動」が４５社（５８％）が 
 ２年間で３．２倍。特に実質活動が３８社  
 （４９％）と半数近く、 
 
＜中小企業計＞ 
・「設定済＋実質活動」が８９社（６８％）と   
 ２年間で３．１倍 
  
 
 
 
 
 
 
 

 

５０人以上では「内部通報制度設定」、
５０人未満では「実質活動」が中心で
あり、いずれも着実に増加 
 

３．まとめ 
３年間にわたるアンケートを通じて、コンプライアンス遵守に関する意識は向上、さらにそのための活動を
実施している中小会員も着実に増加していることを踏まえて 
「さらなる意識向上の継続」のためにも、２０１７年度もアンケートを実施。           以上 

・回答率が、８２．４％と、アンケート開始時
（２０１４年度）の３５．７％から大きく上昇、 
 「コンプライアンス優先経営」の重要性に
関する意識向上が高まっていることがうか
がえる。 

2017.3.16 中央業務委員会 


